
道路交通活動の変化がCO2排出量と
経済活動に与える影響分析

PBLグループ演習 6班
孟 成柱、岡南 直哉、佐野 雅人 アドバイザー教員 鈴木 研悟



目次

背景と目的

分析手法

分析結果と考察

まとめと課題

2



背景と目的
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡南



背景: CO2排出量減少は地球温暖化防止に効果的

• 温室効果ガスは地球温暖化の主要要因

• 二酸化炭素は影響が最も大きなガス

出典: 地球温暖化の原因と予測 - JCCCA 全国地球温暖化防止活動推進センター
https://www.jccca.org/global_warming/knowledge/kno02.html
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡南まず、環境問題の主要要因として温室効果ガス温室効果ガスは、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素など二酸化炭素が76%で最大



背景: COVID-19による良い影響と悪い影響

良い影響: 環境問題の緩和

• 環境汚染減少

• CO2排出量の減少

• 陸上輸送部門が最も貢献 [4]

悪い影響: 経済活動の縮小

• GDPが減少

• 特に旅客・貿易部門が顕著 [4]

「現在の状態」も「以前の状態」も望ましいとは言えない
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[4] … Quéré et al. “Temporary reduction in daily global CO2 emissions during the COVID-19 forced confinement”.

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡南一方で、今年に入りCOVID-19のパンデミック



目的

国内の道路交通部門の経済的な便益を可能な限り減らさずに、
CO2排出量を削減できる妥協点を探る

• 影響の大きかった道路交通部門に着目

• 道路交通部門の経済活動の縮小が、

国内生産額とCO2排出量に及ぼす影響を分析

• 望ましい道路交通活動の需要の見積もりに役立つ指標
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡南そこで、我々の演習の目的は、



分析手法
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは分析手法について説明します。



1. 産業連関表を用いた各産業の国内生産額の変動を推計

2. 国内生産額を用いたCO2排出量の変動を推計

「国内生産額」「CO2排出量」「両者の関係性」を可視化・分析

分析の全体像
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
30秒~1分本研究では分析の対象として二つの推計を行います。産業連関表を用いた各産業の国内生産額の変動を推計した後、国内生産額を用いてCO2排出量の変動を推計します。これら推計により、国内生産額とCO2排出量、両者の関係性を可視化、また分析することで、本研究の目的を達成します。



部門１ 部門２ 最終需要 輸入 国内生産額

部門１ 𝑥𝑥11 𝑥𝑥12 𝐹𝐹1 −𝑀𝑀1 𝑋𝑋1

部門２ 𝑥𝑥21 𝑥𝑥22 𝐹𝐹2 −𝑀𝑀2 𝑋𝑋2

粗付加価値 𝑉𝑉1 𝑉𝑉2

国内生産額 𝑋𝑋1 𝑋𝑋2

部門１ 部門２

部門１ 𝑎𝑎11 𝑎𝑎12

部門２ 𝑎𝑎21 𝑎𝑎22

粗付加価値 𝑣𝑣1 𝑣𝑣2

国内生産額 1 1

投入係数行列
𝑎𝑎11 𝑎𝑎12
𝑎𝑎21 𝑎𝑎22 = 𝐴𝐴

国内生産額の列ベクトル
𝑋𝑋1
𝑋𝑋2

= 𝑋𝑋

最終需要の列ベクトル
𝐹𝐹1
𝐹𝐹2

= 𝐹𝐹

輸入の列ベクトル
𝑀𝑀1
𝑀𝑀2

= M

𝐼𝐼 − 𝐴𝐴 −1型の逆行列係数

➡ 輸入などを考慮せず、純粋に国内で生産された国内生産額を

算出するため選択された逆行列係数モデル

=

1. 産業連関表による国内生産額の変動推計

データ① 総務省の産業連関表

𝑎𝑎11 𝑎𝑎12
𝑎𝑎21 𝑎𝑎22

𝑋𝑋1
𝑋𝑋2

+ 𝐹𝐹1
𝐹𝐹2

− 𝑀𝑀1
𝑀𝑀2

= 𝑋𝑋1
𝑋𝑋2

𝑿𝑿 = 𝑰𝑰 − 𝑨𝑨 −𝟏𝟏(𝑭𝑭 −𝑴𝑴)

𝑨𝑨 + 𝑭𝑭 −𝑴𝑴 = 𝑿𝑿
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
産業連関表による国内生産額の算出で使うデータを先に説明します。総務省の産業連関表は部門から他の部門に投入された額、最終需要、輸入、国内生産額、 粗付加価値で構成されています。御覧のテーブルの中、青い線の二つのボックスの各合計値は互いに一致するようになっています。列の値を国内生産額で割ることで、投入係数の行列が得られます。赤い文字に表示されているところが逆行列係数になりまして、最終需要と輸入列の引き算をこれに掛けることでXである国内生産額の列ベクトルを算出できます。逆行列係数は目的によっていろいろなモデルがありまして、今回は輸入部門を排除する、単一行列と投入係数行列の引き算の逆行列係数モデルを適用しました。



1. 産業連関表による国内生産額の変動推計

データ② 国土交通省の運輸部門中心とした産業連関表部門とコード分類表

…

目的：運輸関連部門に係る産業構造分析や波及効果分析等の各種の産業連関分析を容易にする。

平成23 年
（2011 年）

産業連関表を
組み替え

138 統合部門表

(小分類）

産業連関表の統合大分類37部門

運輸・郵便部門

• 鉄道輸送

• 道路輸送
（自家輸送を
除く。）

• 自家輸送

…

輸送機械部門

• 乗用車

• その他の自動車

• 自動車部品・同附
属品

…

対事業所サービス部門

• 貸自動車業及び自動車整備

55 統合部門表

(中分類）

18 統合部門表

(大分類）

14部門表の
運輸部門

自家輸送部門
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
30次のデータは国土交通省で作成された運輸部門中心の産業連関表になります。総務省の産業連関表の基本コードを運輸部門中心に再調整して、新たなコード表と産業連関表を提供しています。その目的は運輸関連部門に係る産業構造や波及効果等の分析を容易にするためです。これらの図では大中小分類の各仕組みを示している。



1. 産業連関表による国内生産額の変動推計

第３次産業（非製造業、広義のサービス業）に属する業種の生産活動を総合的に捉える

運輸関連産業連関表 第3次産業活動指数

部門名 品目名称

バス 道路旅客運送業

ハイヤー・タクシー 道路旅客運送業

道路貨物輸送（自家輸送を除く） 道路貨物運送業

自家輸送（旅客自動車） 道路旅客運送業

自家輸送（貨物自動車） 道路貨物運送業

倉庫 倉庫業

道路輸送施設提供 運輸に附帯するサービス業

旅行・その他の運輸附帯サービ
ス

運輸に附帯するサービス業

郵便・信書便 郵便業（信書便事業を含む）

データ③ 経済産業省の第3次産業活動指数(2013～2020）

項目：第３次産業活動指数【月次】業種別原指数（2015＝100.0）

品目番号 品目名称 ウエイト 201301 201302 201303 … 202007

K1D000000I 第３次産業総合 10000 94.4 93.9 110.4 … 94.4

DC00000I 運輸業，郵便業 968.8 91.6 89.6 106.9 … 89.3

DCA0000I 運輸業 928.1 91.8 90 107.6 … 89.5

DCAA000I 鉄道業 184.2 96.1 85.9 96.1 … 77

DCAB000I 道路旅客運送業 96.7 95.4 90.8 103 … 66.8

DCAB100I バス業 42.7 94.1 89.8 97.7 … 82.4

DCAB200I タクシー業 54 96.4 91.6 107.2 … 54.5

DCAC000I 道路貨物運送業 391.7 88.4 92 117.1 … 99.9

DCAC100I 一般貨物自動車運送業 345.1 89.5 92.8 120.7 … 93.8
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
30三つ目のデータは経済産業省の第3次産業活動指数になります。これは第３次産業に当たる業種の生産活動を総合的に捉える（とらえる）ものになりまして、産業連関表の最終需要にこの活動指数を適用することで、それによる国内生産額を推計することができます。左のテーブルは提供されている時系列データの一部を表しています。活動指数を適用することに当たり、産業連関表の部門名と品目名称を合わせる必要があったため、右のテーブルの通りマッチングをしました。



1. 産業連関表による国内生産額の変動推計

総務省

産業連関表
(2011)

産業連関表
(2015)

国土交通省

運輸部門中心の
コード分類表

(2011)

運輸部門中心の
産業連関表

(2011)

経済産業省

第3次産業活動指数
月別データ

（2013－2020）

作成データ

運輸部門中心の
コード分類表

(2015)

運輸部門中心の
産業連関表

(2015)

道路交通活動による
産業連関表
(2020.01~2020.07)

国土交通省で作成

国土交通省の作成を
参考にし作成

道路交通部門の活動指数を最終需要に
掛け算することで、国内生産額を算出

投入係数表

最終需要
ベクトル

輸入ベクトル

国内生産額
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1分これまで説明したデータの下、ここでは、最終的にこの研究で求められるデータとして、今年の道路交通活動による産業連関表と、国内生産額を算出するフローチャートを示しています。総務省では約5年ごとに産業連関表を作成していて、最新データが2015年に作成されました。一方、国土交通省では2011年の運輸部門を中心とした産業連関表を発表したんですが、2015年の場合は発表されていない状況です。そこで、先に2015年の運輸部門を中心とした産業連関表を作成する作業を行いました。その後、2020年の1月から7月までの道路交通部門の活動指数を2015年産業連関表の最終需要に（掛け算し、また逆行列係数に掛け算）適用することで2020年の国内生産額を算出することができました。



2. 国内生産額を用いたCO2排出量の変動推計

CO2排出量の変化 ([4]を参考)
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※ 部門は7分類 … 「産業」「業務その他」 「エネルギー転換」
「廃棄物」「運輸その他」「自動車（旅客）」「自動車（貨物）」

[4] … Quéré et al. “Temporary reduction in daily global CO2 emissions during the COVID-19 forced confinement”.

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡南7分類の説明は、口頭で\begin{itemize}    \item ${\mathrm{CO}_2}^{s,m}$: ある部門$s$の2015年$m$月におけるCO2排出量    \item $\Delta A^{s,m}$: 経済活動変化率（次スライドにて定義）\end{itemize}



2. 国内生産額を用いたCO2排出量の変動推計

経済活動変化率
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
岡南\begin{equation*}    \Delta A^{s,m} = \frac{X'^{s,m} - X^{s,m}}{X^{s,m}}\end{equation*}\begin{enumerate}\item $\Delta X'^{s,m}$: ある部門$s$の2015年$m$月から2020年$m$月の\end{enumerate}



分析結果と考察
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分析結果：国内生産額の推計
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３月以降に国内生産額が減少、５月の減少率が最大
６月以降は回復傾向だが、COVID以前の水準には戻っていない

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1分



分析結果：国内生産額の変動

運輸の他，交通起因で鉱業などにも影響

17

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
30秒



分析結果：国内生産額の変動

各部門とも４月，５月の落ち込みが顕著
６月以降は回復傾向
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
30秒



分析結果：CO2排出量

自動車（旅客）と運輸その他（公共交通機関）が大きく変化
他の部門では大きな変化は見られず

３月
自動車増
公共交通機関減
４，５月
交通大幅減
６月
回復傾向
７月
公共交通機関増
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
１分



分析結果：国内生産額とCO2排出量の関係

公共交通機関が忌避，自動車が利用され，生産額あたりCO2が増加
緊急事態宣言解除後は公共交通機関も回復傾向

３月
自動車増
公共交通機関減
４，５月
交通大幅減
６月
回復傾向
７月
公共交通機関増
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
メモ：１分



まとめと課題
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今後の課題

生産額とCO2排出量の妥協点を見つけること
ができなかった
• 138部門→7部門への集約
• 交通起因以外の変化も見る必要

しかし、生産額とCO2排出量の時系列変化より
• 感染症流行による交通手段別の利用変化
• 交通起因による産業への影響
を可視化することができた
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
30秒



COVID-19流行による道路交通活動変化

国内生産額とCO2排出量に与えた影響を分析

まとめ

国内生産額の変化
 緊急事態宣言下の４、５月の落ち込みが顕著
 ６月以降は回復基調
 運輸の他に鉱業などの分野にも影響

CO2排出量の変化
 ５月には2015年比約500キロトンの減少（日本全体の約0.5%）
 ３月以降公共交通機関が忌避され、生産額あたりCO2は増加
 ６月以降元に戻りつつあり、交通手段もCOVID以前の比率に漸近
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
１分



Appendix
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